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  第１章 調査結果の概要                                     

 

1-1 調査概要 

（１）調査目的 

白石商工会議所では、平成 26 年に改正された商工会議所及び商工会による小規模事業者の支援に関する法律「小規模事業者支援法」

に基づき、小規模事業者の事業の継続的発展を支援する事業を展開している。 

域内の小規模事業者を対象に現在の売上状況、業況、経営課題などを調査し、経営支援業務等に活用する基礎データを取得し、今後の

経営改善、経営力強化に向けた支援を実施していくことを目的とする。 

 

（２）調査の概要 

●調査対象      白石市内の小規模事業者 583 社 

●調査方法      郵送配布・郵送回収・巡回配布・巡回回収     

●調査時期      平成 29 年 10 月 1 日～10 月 13 日 

●総回収数・率    380 件（65.2％） 

●有効回答数・率   377 件（64.7％） 
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業 種 総回答数（件） 

合計 380 

製造業 45 

非製造業 332 

 卸売業 8 

 小売業 107 

 飲食業 45 

 サービス業 86 

 建設業 78 

 運輸業 3 

 不動産業 5 

無回答 3 

 

 

（３）調査内容 

●事業者属性（業種） 

●売上高（今期実績、次期見通し） 

●資金繰り（今期実績、借入） 

●業界景気（今期実績、次期見通し） 

●雇用人数（従業員数、正規雇用者数、今期実績、次期見通し） 

●経営上の問題点 

●経営支援サービス利用状況 
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（４）留意事項 

●n=（number of cases）とは、設問ごとの回答者総数あるいは分類別の回答者数のことである。 

●集計表は、上段を回答件数、下段を構成比として掲載している。 

●回答の構成比は百分率で表し、小数点第２位を四捨五入して算出している。 

複数回答式の質問においては、各設問の調査数を基数として算出するため、全ての選択肢の比率を合計すると 100％を超える場合がある。 

●数値の単位未満は四捨五入を原則としたため、各項目の値の合計が総数と一致しない場合がある。 

●調査票における設問及び選択肢の語句等を一部簡略化している場合がある。 

●クロス集計では、回収サンプルが少ないセグメントについては、コメントを付していないものがある。 

 

○ ＤＩについて 

 ＤＩとは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略であり、「良い／悪い」「増加／減少」などの定性的な判断を指標として集計・加工した指数

である。 

 

○ 本調査におけるＤＩの算出方法について 

売上高「増加」と答えた事業者の割合－「減少」と答えた事業者の割合 

⇒ＤＩ値が大きいほど、業況は良いということになる。 

資金繰り「増加」と答えた事業者の割合－「減少」と答えた事業者の割合 

⇒ＤＩ値が大きいほど、資金繰りが増加した事業者が多いということになる。 

金融機関の借入「緩い」と答えた事業者の割合－「厳しい」と答えた事業者の割合 

⇒ＤＩ値が大きいほど、融資等を受けるのが容易ということになる。 

業界景気「好転」と答えた事業者の割合－「悪化」と答えた事業者の割合 

⇒ＤＩ値が大きいほど、業況判断は良いということになる。 

従業員数「過剰、増加」と答えた事業者の割合－「不足、減少」と答えた事業者の割合 

⇒ＤＩ値が大きいほど、増員予定の事業者が減員予定の事業者に比べ、多いということになる。 



7 

 

 

○ 事業所の規模について 

 事業者の規模は、商工会法（昭和 35年 法律第 89号）第２条に規定する商工業者で、常時使用する従業員数が商業・サービス業（宿泊業及び娯楽業を除く）にあ

っては５人以下、製造業、その他にあっては 20人以下の企業としている。 

業種 

規模 
製造業、建設業、運輸業、宿泊業、不動産業 卸売業、小売業、飲食業、サービス業 

小規模 20人以下 5人以下 

 

○ 端数の処理について 

数値の単位未満は四捨五入を原則としたため、各項目の値の合計が総数と一致しない場合がある。 
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1-2 調査結果の要約 

～今期の業況ＤＩは▲55.7、来期ほぼ横ばいの見通し～  
 

今期の業況（業界景気）のＤＩは、▲55.7 となった。業種別にみると、すべての業種でマイナスであり、製造業は▲46.3、に対し非

製造業は▲59.2 となっている。 

来期については、業況のＤＩは今期より 4.3 ポイント減少して▲51.4 となり、マイナス幅が多少減少し好転する見通しである。業種

別では、小売業・飲食業・サービス業及び不動産業が好転するのに対し、運輸業及び震災関係の落ち着きからか建設業が大きく悪化する

見通しとなっている。 

 

 

      

今回調査の結果（DI値） 

 

     

調査項目（DI） 今期 来期 来期見通し（今期実績との比較） 

売上高 ▲４２．４ ▲３８．２ 上昇する見通し 👆 

資金繰り ▲１８．３    －         －    － 

金融機関からの借入 ▲ ７．３    －         －    － 

業界景気 ▲５５．７ ▲５１．４ 上昇する見通し 👆 

雇用人員 ▲４１．０ ▲２０．０ 上昇する見通し 👆 

 

👆好転   👉横ばい 👇悪化 

 ＊DI＝「良い」と答えた事業者の割合（％）－「悪い」と答えた事業者の割合（％） 

＊本調査における業況（事業者の業況）DI とは、設問１－３＜業界景気について＞をいう。 
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～「売上・受注の減少」が第１位～  
 

各項目のＤＩをみると、全体的に厳しい景況感となっている。 

経営上の最も重要と考える問題点は、昨年に引き続き「売上・受注の減少」が製造業、非製造業ともに割合が最も多く、それぞれ 26.7％、

34.9％となっている。以下も製造業、非製造業ともに「消費・需要の停滞」13.3％となっている。 

業種別でみても、経営上の最も重要と考える問題点について、不動産業 40.0％、小売業 37.4％、建設業 28.2％、サービス業 20.9％、

飲食業 20.0％が「売上・受注の減少」を挙げている。それ以外の業種では、卸売業が「消費・需要の停滞」25.0％、運輸業が「利益率

の低下」33.3％という結果となった。 

 

           業界別業況（DI値） 

   

         

業種 今期 来期 

来期見通

し（今期実

績との比

較）   業種 今期 来期 

来期見通

し（今期実

績との比

較） 

製造業 ▲４６．３ ▲３３．３ 👆 

 

サービス業 ▲５１．８ ▲４３．１ 👆 

卸売業 ▲１２．５ ▲５０．０ 👇 

 

建設業 ▲４６．７ ▲５０．０ 👇 

小売業 ▲７４．７ ▲６３．７ 👆 

 

運輸業 ▲３３．３ ▲６６．７ 👇 

飲食業 ▲６５．９ ▲４４．０ 👆   不動産業 ▲８０．０ ▲６６．７ 👆 

         

 

   

 

👆好転  👉横ばい  👇悪化 

   

 

＊DI＝「上昇」（「増加」、「緩い」、「好転」、「過剰」）と答えた事業者の割合（％） 

 

 

   ―▲「下降」（「減少」、「厳しい」、「悪化」、「不足」）と答えた事業者の割合（％） 
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＜参考＞ 全国及び東北の業況判断ＤＩ 

 

平成 29年 10月～12月期における全国の業況判断ＤＩ（全業種）は１６と、前期（平成 29年７～９月）と比べ、上昇した。東北

の業況判断ＤＩ（全業種）は１０で、前期と変わらず横ばいであった。 

来期（平成 30年１～３月）の見通しは、全国及び東北で下降と捉えられている。 

 

 

全国及び東北の業況判断ＤＩ推移（全業種） 

 

今期 ▲55.7 

※本調査では、調査対象期を設定して
いないため、便宜上、直近である下記
の位置に記載している。 

来期 ▲51.4 

前期 ▲55.0 
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全国地域別の業況判断ＤＩ 

 

  28/6 月 28/9 月 28/12 月 29/3 月 29/6 月 29/9 月 29/12 月 30/3 月 

予想 

全 業 種 全 国 ４ ５ ７  １０  １２ １５ １６  １１ 

東 北 ４ ６ ６ ７ ７ １０ １０  ８ 

仙台市 ▲２５ ▲３０ ▲２３ ▲１７ ▲１９ ▲１５ ▲１５ ▲２４ 

白石市   ▲５５    ▲５５．７ ▲５１．４ 

          ※DI＝「良い」と答えた」企業の割合(％)－「悪い」と答えた企業の割合(％) 

           値が小さいほど、業況判断は悪いということになる。▲はマイナスを表す。 

          ※東北については、「日銀全国企業短観調査（東北６県、平成２９年１２月）」における DI 値。 

          ※全国については、「日銀全国企業短観調査（平成２９年１２月）」における DI 値。 

          ※「日銀全国企業短観調査」の調査対象は、資本金２千万円以上の民間企業（金融機関を除く）であり、 

            本調査の対象とは異なる。 
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第２章 

調査結果の分析 
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 第２章 調査結果の分析  

2-1 回答者の属性 

（１）業種 

回答者の業種は、「小売業」28.4％、「サービス業」22.8％、「建設業」20.8％、「製造業」11.9％、「飲食業」11.9％、「卸売業」2.1％、

「不動産業」1.3％、「運輸業」0.8％となっている。 
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2-2 調査結果の分析 

（１）売上高  

今期の売上高のＤＩ（「増加」と答えた事業者の割合－「減少」と答えた事業者の割合）は▲42.4 であった。今回、すべての業種でマ

イナスとなっており、不動産業は▲80.0、小売業は▲68.7 となっている。 

次期の売上高のＤＩは▲38.2 と今期に比べマイナス幅が縮小し、好転する見通しである。業種別でみると、運輸業及び建設業では悪

化し、これら以外の業種では好転する見通しである。 

 

売上高（今期見通し） 

 

 

▲４２．４ 

▲３９．６ 

▲４２．６ 

▲６６．６ 

▲６８．７ 

▲４２．２ 

▲３６．８ 

▲ ６．７ 

▲３３．３ 

▲８０．０ 

 

 

 

11.0

11.6

11.0

6.7

5.3

11.1

8.2

23.3

0.0

0.0

35.6

37.2

35.4

20.0

20.6

35.6

38.8

37.7

66.7

20.0

53.4

51.2

53.6

73.3

74.0

53.3

45.0

30.0

33.3

80.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(377)

製造業(45)

非製造業計(322)

卸売業(8)

小売業(107)

飲食業(45)

サービス業(86)

建設業(78)

運輸業(3)

不動産業(5)

増加 不変 減少

Ｎ= 
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売上高（次期見通し、今期比） 

    

                                           

 

▲３８．２ 

▲２７．９ 

▲３９．５ 

▲２５．０ 

▲５４．９ 

▲２８．９ 

▲３７．３ 

▲２８．１ 

▲６６．７ 

▲４０．０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ= 
 

 

8.4

11.6

8.0

0.0

4.9

11.1

11.6

7.8

0.0

0.0

45.7

48.9

44.5

75.0

35.3

48.9

39.5

55.8

33.3

60.0

46.6

39.5

47.5

25.0

59.8

40.0

48.9

35.9

66.7

40.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(377)

製造業(45)

非製造業計(322)

卸売業(8)

小売業(107)

飲食業(45)

サービス業(86)

建設業(78)

運輸業(3)

不動産業(5)

増加 不変 減少

Ｎ=
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（２）資金繰り 

今期の資金繰りのＤＩ（「増加」と答えた事業者の割合－「減少」と答えた事業者の割合）は▲18.3 であった。業種別でみると、運輸

業を除くすべての業種でマイナスとなっている。 

 

 

資金繰り（今期実績、前年同期比） 

 

 

▲１８．３ 

▲ ９．５ 

▲１９．５ 

▲１２．５ 

▲３５．０ 

▲１３．９ 

▲１３．６ 

▲１０．７ 

３３．０ 

▲４０．０ 

 

 

 

 

 

Ｎ= 5.9

6.9

5.8

12.5

2.1

4.7

6.2

9.3

33.3

0.0

69.9

76.7

68.9

62.5

60.8

76.7

74.0

70.7

100.0

60.0

24.2

16.4

25.3

25.0

37.1

18.6

19.8

20.0

0.0

40.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（377）

製造業（45）

非製造業計（332）

卸売業（8）

小売業（107）

飲食業（45）

サービス業（86）

建設業（78）

運輸業（3）

不動産業（5）

増加 不変 減少

Ｎ= 

Ｎ= 
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（３）金融機関からの借入 

今期の金融機関からの借入のＤＩ（「緩い」と答えた事業者の割合－「厳しい」と答えた事業者の割合）は▲7.3 であった。業種別で

みると、運輸業 33.3、飲食業及び不動産業は 0 だが、これら以外すべての業種でマイナスとなっている。 

 

 

金融機関からの借入 

 

 

▲ ７．３ 

▲１３．８ 

▲ ６．５ 

▲２５．０ 

▲ ４．９ 

０．０ 

▲ ４．７ 

▲１３．２ 

３３．３ 

０．０ 

 

 

 

 

 

 

Ｎ= 

3.0

2.2

3.1

0.0

1.9

6.8

2.4

3.9

33.3

0.0

17.9

20.5

17.6

37.5

14.4

15.9

13.1

26.3

33.3

20.0

10.3

16.0

9.6

25.0

6.8

6.8

7.1

17.1

0.0

0.0

68.8

61.3

69.7

37.5

76.9

70.5

77.4

52.7

100.0

80.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（377）

製造業（45）

非製造業計（332）

卸売業（8）

小売業（107）

飲食業（45）

サービス業（86）

建設業（78）

運輸業（3）

不動産業（5）

緩い さほど厳しくない 厳しい 相談していない

Ｎ= 
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（４）業界景気 

今期の業界景気のＤＩ（「好転」と答えた事業者の割合－「悪化」と答えた事業者の割合）は▲55.7 であった。業種別でみると、すべ

ての業種でマイナスとなっており、不動産業▲80.0、小売業は▲74.7 となり昨年より暗転していることが分かる。 

次期の業界景気見通しのＤＩは▲51.4 と今期に比べマイナス幅が縮小し好転する見通しである。しかし、業種別でみると、卸売業・

建設業及び運輸業はマイナス幅が増加、暗転する見通しの回答がされた。 

 

業界景気（今期実績、前年同期比） 

   

 

▲５５．７ 

▲４６．３ 

▲５９．２ 

▲１２．５ 

▲７４．７ 

▲６５．９ 

▲５１．８ 

▲４６．７ 

▲３３．３ 

▲８０．０ 

 

 

 

 

Ｎ= Ｎ= 
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業界景気（次期見通し、今期比） 

 

 

 

▲５１．４ 

▲３３．３ 

▲５３．７ 

▲５０．０ 

▲６３．７ 

▲４４．０ 

▲４３．１ 

▲５０．０ 

▲６６．７ 

▲６６．７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.7

11.9

3.8

0.0

2.4

6.0

7.5

1.3

0.0

0.0

39.2

42.9

38.7

50.0

31.5

44.0

42.2

47.4

33.3

33.3

56.1

45.2

57.5

50.0

66.1

50.0

50.6

51.3

66.7

66.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（377）

製造業（45）

非製造業計（332）

卸売業（8）

小売業（107）

飲食業（45）

サービス業（86）

建設業（78）
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好転 不変 悪化
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（５）雇用状況 

現在の従業員数は、「０人」が 25.4％と最も多く、以下「１人」22.3％、「２人」15.5％、「５～10 人」15.3％であった。 

正規雇用者数については、「０人」が 41.2％と最も多く、以下「１人」19.6％、「２人」10.6％、「５～10 人」10.0％となっている。 

 

 

【従業員数】 
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           【うち正規雇用者数】 
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飲食業（45）

サービス業（86）

建設業（78）

運輸業（3）

不動産業（5）

過剰 適正 不足

 

今期の雇用人員のＤＩ（「過剰」と答えた事業者の割合－「不足」と答えた事業者の割合）は▲41.0 であった。業種別でみると、卸売

業及び不動産業を除くすべての業種でマイナスとなっており、小売業で▲66.3 と突出している。 

次期の雇用人員のＤＩは▲20.0 と今期実績に比べマイナス幅が縮小し増加する見通しである。業種別でみると、卸売業では減少、運

輸業及び不動産業では横ばい、これら以外の業種では増加する見通しである。 

 

 

 

雇用人員（今期実績、前年同期比） 
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雇用人員（次期見通し、今期比） 
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Ｎ= 
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（６）経営上の問題点 

経営上の問題点で、最も重要と考える問題点は、製造業、非製造業ともに「売上・受注の減少」が多く、それぞれ 26.7％、34.9％と

いう結果となった。 

以下、製造業では「消費・需要の停滞」13.3％、「原材料・仕入れ単価の上昇」11.1％、「売上・受注単価の低下」、「生産設備の不足、

老朽化」、「利益率の低下」6.7％となっている。非製造業では、「消費・需要の停滞」13.3％、「人手不足」8.4％となっている。 

また、卸売業は「消費・需要の停滞」25.0％と最も多く、運輸業を除く小売業・飲食業・サービス業・建設業・不動産業のすべてで「売

上・受注の減少」という回答が多くなっている。運輸業については、「利益率の低下」が最も多く 33.3％となっている。 

全体として、消費の喚起されない中、売上低迷や仕入れ単価の上昇や利益率の低下、人手不足など、事業者を取り巻く環境は依然とし

て厳しいことがわかる。また、在庫数や老朽化設備の投資を抑え経費節減していることが伺える。    
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2-3 経営支援メニュー 

白石商工会議所が会員事業所や小規模事業者に対して行っている各種経営支援サービス（経営相談、人材育成・福利厚生）は、「利用

したことがある（利用している）」項目では、「共済・保険」が 47.3％と最も多く、以下「融資制度」34.8％、「経営者・従業員の健康診

断」26.2％、「経理（記帳）支援」25.7％となっている。記帳関係では、弥生会計の指導や、確定申告相談を利用されている。 

「今後利用したい・興味がある」項目では、「補助金申請支援」が 11.3％、「経営者・従業員の健康診断」9.0％、「経営診断・分析」7.8％

となっている。補助金では、昨年より小規模事業者持続化補助金について指導の下、採択を受けた事業者も増え、今後興味・期待が持た

れていることが伺える。 

なお、各項目について「検討したことがない」の割合は共済・保険では約４割、それ以外のすべての割合はそれぞれ約５～８割となっ

ている。 

経営相談 
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人材育成・福利厚生 

8.7
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26.2
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①人材育成支援

②共済・保険

③労働保険事務組合

④経営者・従業員の健康診断

⑤表彰制度
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支援内容がわからない 検討したことがない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



36 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 

 

～２０１７白石の今を知る～ 小規模事業者のアンケート 

貴事業所名と、本アンケートに回答された方の所属・役職・氏名、創業年をご記入ください。また、貴事業所の業種について、該当する番号

に○を付けて下さい。複数の事業を行っている場合は、主たる事業をお答えください。（○はひとつ） 

①事業 

所名 

 
②記入者 

所属・役職              

氏 名 

 

③創業年 年 ④業種 
１．製造業   ２．卸売業  ３．小売業   ４．飲食業 

５．サービス業 ６．建設業  ７．運輸業  ８．不動産業 

 

問 1 自社における前年同期と比較した「a.今期実績」と、今期と比較した「b.次期見通し」について、それぞれ該当する番号に○を１つ付け

てください。また、主な要因・理由がありましたらご記入ください。 

 

問 1-1 売上高について 

a.今期実績 （前年同期と比較して） 

１．増加 ２．不変 ３．減少 

⇒主な理由（                                ） 

b.次期見通し （今期と比較して） 

１．増加 ２．不変 ３．減少 

⇒主な理由（                                ） 

問 1-2 資金繰りについて 

a.今期実績 （前年同期と比較して） 

１．増加 ２．不変 ３．減少 

⇒主な理由（                                ） 

 



38 

 

b.金融機関からの借入について 

１．緩い  ２．さほど厳しくない ３．厳しい 4．相談していない 

⇒主な理由（                                ） 

問 1-3 業界景気について 

a.今期実績 （前年同期と比較して） 

１．好転 ２．不変 ３．減少 

⇒主な理由（                                ） 

b.次期見通し （今期と比較して） 

１．好転 ２．不変 ３．減少 

⇒主な理由（                                ） 

問 1-4 雇用人員について 

現在の従業員数（       ）名  うち正規雇用者（        ）名 

a.今期実績 （前年同期と比較して） 

１．過剰 ２．適正 ３．不足 

⇒主な理由（                                ） 

b.次期見通し （今期と比較して） 

１．増加 ２．不変 ３．減少 

⇒主な理由（                                ） 
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問 2 今期、直面している経営上の問題点について該当する番号に○を付けてください。（○はいくつでも） 

    また、最も重要な問題点をひとつだけ選び、該当する番号をご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
             

最も重要と考える問題点  

                    ※上記の選択肢からひとつお選びください 

 

 

問 3 白石商工会議所では、会員事業所および小規模事業者にむけた支援活動として、下記の各種経営支援サービスを行っております。それ

ぞれ該当する番号に○を１つ付けてください。 

１
．
経
営
相

談 

項目 
利用したことが

ある（利用して

いる） 

今後利用した

い・興味がある 

支援内容が 

わからない 

検討したことが

ない 

① 創業・起業支援 

(創業に係る相談、新分野への相談） 
1 2 3 4 

１．競争の激化 11．人手不足 

２．消費・需要の停滞 12．人手過剰 

３．売上・受注の減少 13．利益率の低下 

４．売上・受注単価の低下 14．代金回収困難 

５．原材料・仕入れ単価の上昇 15．資金繰り難 

６．原材料・在庫不足 16．新分野進出 

７．原材料・在庫過剰 17．事業の引継ぎ 

８．経費の増加 18．外国人観光客の対応 

９．店舗・生産設備の不足、老朽化 19．災害時の事業継続対策 

10．店舗・生産設備の過剰 20．その他（              ） 

21．特になし 



40 

 

② 経営診断・分析 

(財務分析、経営計画策定支援) 
1 2 3 4 

③ 専門家対応支援 

(各分野の専門家の無料相談と派遣) 
1 2 3 4 

④ 融資制度 

(白石市振興資金、日本政策金融公庫等) 
1 2 3 4 

⑤ 経理（記帳）支援 

(記帳指導、税務申告相談)  
1 2 3 4 

⑥ 補助金申請支援 

(補助金情報の提供、申請書類作成支援) 
1 2 3 4 

 

２
．
人
材
育
成
、
福
利
厚
生 

① 人材育成支援 

(講習会、セミナー、検定試験等) 
1 2 3 4 

② 共済・保険 
(生命共済、特定退職金共済、他各種保険) 

1 2 3 4 

③ 労働保険事務組合 

(労働保険事務の代行) 
1 2 3 4 

④ 経営者・従業員の健康診断 

(定期健康診断、PET-CTがん検診) 
1 2 3 4 

⑤ 表彰制度 

(永年勤続優良従業員の表彰) 
1 2 3 4 

 

問 4 その他、当所への意見要望、同業者内における業界の話題・噂等自由にご記入ください。 

 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。 

同封の返信用封筒にて、平成 29年 10月 13日（金）までにご返送くださいますようお願い申し上げます。 
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